






カ　衛星通信ネットワーク
　地域衛星通信ネットワーク等の衛星通信ネット
ワークは、消防防災無線や都道府県防災行政無線の
衛星系として整備されている。
　現在、地域衛星通信ネットワークについては次世
代システムへの移行を進めている。次世代システム
は、従来システムと比べて整備コストを大きく削減
できるほか、性能面についても、①大雨による通信
障害が発生しにくい、②災害現場で柔軟に設置・運
用できる、③高画質な映像を送受信できる等のメリッ
トがある。令和２年度までに実施したモデル事業の
結果等を都道府県に情報提供することで、各都道府

県における次世代システムの整備を支援している。

キ　映像伝送システム
　高所監視カメラや消防防災ヘリコプターに搭載さ
れたカメラで撮影された映像は、都道府県や消防本
部（消防指令センター等）、消防庁等へ伝送され、
被害の概況の把握や、広域的な支援体制の早期確立
などに活用されている（第2-10-3図）。
　ヘリコプターからの映像は、ヘリコプターテレビ
電送システム（ヘリテレ）又はヘリコプター衛星通
信システム（ヘリサット）のいずれかによって伝送
されている（第2-10-4図）。

第2-10-3図　映像伝送システムの概要
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第2-10-4図　ヘリコプターからの映像伝送の概要
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映像を伝送
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（２）　耐災害性の向上及びバックアップ機能の整備
ア　通信設備の耐災害性の向上等
　東日本大震災では、防災行政無線が地震や津波に
より破損し、又は長時間の停電により、一部地域で
不通となる事態が生じた。
　災害時における通信設備の機能確保は極めて重要
であり、これまでの経験を踏まえ、消防庁では、災
害時に重要な情報伝達を担う防災行政無線が確実に
機能確保されるように、
・非常用電源設備の整備
・保守点検の実施と的確な操作の徹底
・�総合防災訓練時等における防災行政無線を使用し
た通信訓練の実施（非常用電源設備を用いた訓練
を含む。）

・�防災行政無線設備の耐震性のある堅固な場所への
設置

・�防災行政無線施設に対する浸水防止措置の状況の
確認

等を都道府県及び市町村に対して要請している。
　なお、非常通信協議会＊2において、「無線設備の
停電・耐震対策のための指針」（平成29年３月非常
通信協議会）や通知が示されており、地方公共団体
においては、無線設備の停電対策、非常用電源設
備、管理運用対策、耐震対策等について、自ら点検
を徹底することが必要とされている。

イ　通信のバックアップ機能の確保
　消防庁では、国と地方公共団体間の相互通信を行
うための消防庁の通信施設が大地震等により使用不
能となった場合に備え、予備の衛星通信施設を整備
しているほか、機動性のある衛星車載局車や可搬型
衛星地球局を整備している。
　また、非常通信協議会では、公衆網や前述の消防
防災通信網が不通となった場合に備え、防災関係機
関等が管理している自営通信網を活用した市町村、
都道府県及び国の間の通信ルートを策定し、非常通
信訓練を定期的に実施することで、非常時における
通信の確保に努めている。

災害情報伝達手段の充実強化3
　豪雨、津波などの災害時における住民への情報伝
達において、各災害情報伝達手段を強靱化するとと
もに、一つの手段に頼ることなく、市町村防災行政
無線（同報系）や、その代替設備、緊急速報メール
等、複数の災害情報伝達手段を組み合わせて確実に
情報を伝達するため、災害情報伝達手段の多重化を
促進している。
　災害情報伝達手段の多重化に当たっては、地方公
共団体に対して、災害情報伝達手段の整備・運用に
関して留意すべき事項についての周知等を実施する
とともに、各自治体が地域の実情に応じた最適な災
害情報伝達手段を選択できるよう、災害情報伝達手
段の整備に関する技術面・運用面での助言を行うこ
とを目的として、災害情報伝達手段に関する専門的
知見を有するアドバイザーをそれぞれの自治体へ派
遣する事業を実施している。
　あわせて、市町村防災行政無線（同報系）のほか
にも、MCA陸上移動通信システム、市町村デジタ
ル移動通信システム、FM放送、280MHz帯電気通
信業務用ページャー、地上デジタル放送波を活用し
た情報伝達システム、携帯電話網を活用した情報伝
達システム等の代替設備を主たる災害情報伝達手段
（防災行政無線等）として位置づけ、屋外スピー
カー等により地域住民に一斉に情報伝達を行える手
段の整備を促進してきた（第2-10-5図）。また、屋
外スピーカーの高機能化、大型表示盤の設置、バッ
テリーの長時間化などの機能強化を行う場合には、
地方財政措置の対象となるなど、住民への防災情報
の確実な伝達を推進している。
　さらに、大雨等の際に屋外スピーカーからの音声
が聞こえにくい場合の情報伝達や、高齢者などの地
域住民にきめ細かく情報を行き渡らせるための手段
として、戸別受信機が非常に有効であることから、
その配備に要する経費について地方財政措置の対象
とされている。
　加えて、従来の屋外スピーカーを用いた防災行政
無線等の放送は、沿岸部で広範囲に災害情報伝達を
行うには多数の設備が必要であること、山間部など
において地理的条件によっては設備設置のハードル

＊2　�非常通信協議会：自然災害等の非常時における必要な通信の円滑な運用を図ることを目的として設立。総務省が中心となり、国、自治
体、主要な電気通信事業者、無線局の免許人等の約2,300機関によって構成。
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が高い場合があることなどを踏まえ、災害情報伝達
手段としてドローンを活用することの可能性につい
て検討を実施している。

情報システムの活用4
（１）　災害時の映像情報共有手段の充実
　災害現場の映像情報を消防機関内、地方自治体、
消防庁と速やかに共有し、被害の早期把握、広域的
な支援体制の早期確立に繋げるため、令和６年から

「消防庁映像共有システム」の運用を行っている
（第2-10-6図）。消防庁映像共有システムを通じて消
防職員、団員により共有された映像情報は、消防庁
応急対策業務や報道機関への映像提供などに活用さ
れる。加えて、消防庁映像共有システムが令和７年
３月に内閣府の新総合防災情報システムと連携され
たことから、映像情報を関係府省庁と共有すること
も可能となっている。

（２）　統計調査系システム
　行政事務の情報化に対応し、統計事務の効率化・
迅速化を図るため、ハードウェア等の管理を一元化
した「統計調査系システム」により次の調査を行っ
ている。
・火災報告等調査
・防火対象物実態等調査
・救急・ウツタイン様式調査
・救助調査
・危険物規制事務調査
・�危険物に係る事故及びコンビナート特別防災区域
における事故報告調査

・石油コンビナート等実態調査
・消防防災・震災対策現況調査
・緊急消防援助隊登録管理
・防災・危機管理セルフチェック
　消防庁では、これらのデータを迅速かつ的確に収

第2-10-5図　主たる災害情報伝達手段の概要

情報伝達手段の例
自
営
網

商
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備考

① 市町村防災行政無線（同報系） ○ －
･ 市町村庁舎と地域住民とを結ぶ無線網により、地域住民に一斉伝達

可能。

② ＭＣＡ陸上移動通信システムを活用した同報
系システム － ○

・ タクシー会社や運送会社等の民間企業等が利用する無線網を活用。
・ 2029年（令和11年）５月31日をもってデジタルMCA システムの通信

サービス が終了することから、導入市町村においては他の手段の
活用に係る検討に着手が必要である。

③ 市町村デジタル移動通信システムを活用し
た同報系システム ○ －

・ 市町村が設置した基地局と車両等に設置した移動局等を同報利用
するもの。

④ ＦＭ放送を活用した同報系システム － ○
・ 既存のＦＭラジオ局を活用。
・ 屋内受信機は平常時にラジオとして活用可能。

⑤ 280ＭＨｚ帯電気通信業務用ページャーを活
用した同報系システム

－ ○ ・ 無線呼出し（ポケットベル）の技術を利用した情報伝達手段。

⑥地上デジタル放送波を活用した情報伝達シス
テム（IPDC）

－ ○
・ 既存のテレビ放送網を活用。
・ 屋内受信機の設置にあたっては、テレビ端子に接続するため

アンテナ工事が不要

⑦ 携帯電話網を活用した情報伝達システム － ○
・ 携帯電話網を活用。
・ 屋外スピーカー、屋内受信機への情報伝達に加え、住民所有の

スマートフォンにアプリとの連携も可能。

⑧ ケーブルテレビ網を活用した情報伝達シス
テム

－ ○
・ 既存のケーブルテレビネットワークを活用。
・ テレビ画面でテロップ等の文字情報を伝達可能。

⑨ IP告知システム － ○ ・ 光ケーブル等を使用したＩＰネットワークを活用。

市町村の庁舎等

防災行政無線等
（戸別受信機）

防災行政無線等
（屋外スピーカー）

第2-10-6図　消防庁映像共有システムの運用例（令和６年能登半島地震での活用）

消防庁映像共有システムへの情報共有消防庁（現地広報員等）
緊急消防援助隊が撮影

投稿

活動・被災状況の把握
(消防庁・緊急消防援助隊で共有)

システム画面（一覧・地図）
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集・整理することにより、都道府県及び消防本部へ
の情報提供を行い、各種施策への反映を支援してい
る。
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